
 

 

 

 

 

34 棟 校舎棟(W 造) 

 

 

 



既存木造学校建物の耐力度測定 

別海町立別海中央中学校 34 校舎棟 

 

目  次 

 

 

１．耐力度調査票 ･･････････････････････････････････････････････････ 6-  1 

 

２．建物概要 ･･････････････････････････････････････････････････････ 6-  3 

・調査概要書 

・学校施設台帳 

・意匠図、構造図、改修図 

・ボーリングデータ 

・外観写真 

 

３．構造耐力度測定 ････････････････････････････････････････････････ 6- 20 

・保有耐力 

・層間変形角 

・基礎構造 

・地震による被災履歴 

 

４．健全度測定 ････････････････････････････････････････････････････ 6- 22 

・経過年数 

・鉄筋腐食度 

・コンクリート中性化深さ等及び鉄筋かぶり厚さ 

・躯体の状態 

・不同沈下量 

・コンクリート圧縮強度 

・火災による疲弊度 

 

５．記録写真 ･･････････････････････････････････････････････････････ 6- 27 

 

６．外力条件 ･･････････････････････････････････････････････････････ 6- 31 

 

 

 



 

 

 

 

 

１．耐力度調査票 

 

 



Ⅰ 6 年 9 月 21 6 年 9 月 23 日

㊞

㊞

Ⅱ

年 年

㎡ 月 月

㎡ 年 年 点

Ⓐ

㋑ ㋙

点

② 点

㋔

点

③

㋖

点 Ⓐ

④

㋘ 点

Ⓑ ①

㋐

点

②

㋒ ㋟

点 点

㋔

点

③

㋖

点

④

㋘ Ⓑ

点 点

㋚

点

⑤

㋜

⑥

㋝

⑦

㋞

Ⓒ ① ② ③ ④ ⑤

構

造

耐

力

保
有

耐

力

外壁長

-

-

外壁柱

2階床梁 小屋梁

腐朽本数

-

外壁柱本数

-

腐朽度d2

-

0.9 Kj×Kr×Kf＝ 0.72

0.9

上記に該当しない場合

健

全

度

基 礎 の 状 態 F

腐朽本数

0

判　　別　　式

①

構 法 の 特 性

基 礎 構 造 β

地 震 に よ る
被 災 履 歴 E

腐朽長

-

外壁土台部位

基礎Ⅰ 1.0

木材の腐朽度 D

年

液状化が予想される地域

軟弱地盤

－

床梁本数

－

腐朽度d3

－

腐朽度d1

(a) 水 平 耐
力 q

上部構造評点Iw qi=Iw/1.1

低 減 係 数

α+β≦1

α+β＝2

3≦α+β

1.0

0.9

0.8

0.002＜max(θ1,θ2)≦0.005

評　　　点

評　　　点

1.00 15

Ⓒ＝
①＋②＋③＋④＋⑤

0.90

評　　点

Ⓒ

直線補間

0.5

評　　　点

1.0
S＝2

0.002＜max(r1,r2)≦0.005

0.005＜max(r1,r2)

1.0

直線補間

0.5
1.00 15

1.0

判　　別　　式

S≦1

S＝3

1.0

0.95

0.9

0.005＜max(θ1,θ2)

1.0max(θ1,θ2)≦0.002 ㋛ (㋚×15)

0.0

α+β

相対たわみθ2

一部有（湿潤）：2 多数有（湿潤）：3

1.0
U＝3

1.0

0.95

0.9

U≦1

U＝2

判　　別　　式

構造材被害
有：3

被害部を新材で補修：0

0

0

0.0

0

無し：0 軽微な床鳴り：1

最大スパン

1.0

直線補間

基礎の傾斜

振動障害の有無β

一部有（乾燥）：0

判　　別　　式

0.5

max(r1,r2)≦0.002

- -

外周基礎全長

測定柱高

常に振動を感知：2

相対沈下量

1.00

0.5

0.3＜max(d1,d2)≦0.6

0.6＜max(d1,d2)

直線補間

0.5

腐朽度d4

0

-

評　　　点

㋕ (㋔×20)

1.00 20.0

1.00 20

max(df,φf×100)≦0.2

0.2＜max(df,φf×100)≦0.5

0.5＜max(df,φf×100)

相対たわみ
の算定

相対たわみθ1たわみ量

多数有（乾燥）：1

無被害：0 煙害程度：0

雨漏り痕無：0

非構造材被害
小：1

合計

評　　　点判　　別　　式1階 2階

評　　　点

㋙ (㋘×15)

判　　別　　式

㋗ (㋖×20)  Ⓑ＝㋟×

評　　　点

沈下率φf

 Ⓐ＝㋙×㋘

㋑ (㋐×10)

0.23 2.3
   T=(30-t2)/40 =

min（㋜,㋝,㋞）直線補間

1.0

20

max(d1,d2)≦0.3 1.0

　+㋙+㋛)

判　　別　　式

判　　別　　式

 ㋟＝(㋑+㋓+㋕+㋗

評　　　点

㋓ (㋒×20)

max(d3,d4)≦0.3

0.3＜max(d3,d4)≦0.6

0.6＜max(d3,d4)

q=min(qx,qy)

判　　別　　式

基礎Ⅲ

張間方向

傾斜長

4

接合Kｊ 偏心Kr 基礎Kf

0.8 0.8

測定基礎長

傾斜率r1

- - -

桁行方向

傾斜率r2

小屋梁本数腐朽本数

-

-

1.0≦q

0.3＜q＜1.0

評点合計

1.00

0.90

評 点評　　価

0.6

㋗ (㋖×30)

27.0
直線補間

β≦0.64

20.0

判別式(長寿命化改良後の経過年数) 評　　　点

1.00

1.0≦β 1.0

0.64＜β＜1.0

評点合計

83.0

0.72 36.0

評 点

評 点

1.00
㋒ (㋐×㋑) ㋓ (㋒×50)

㋕ (㋔×20)

調

査

建

物

34

一階面積 建築
年月

1.0

大破

1.0 1.0 0.7 0.5

β＝u×p基礎の被害予測に関する指数p

上記以外

0.9

種別指数u

0.8 1.0

耐力壁等の種類による指数

1.0筋かい9㎝以上　面材耐力壁

判　　別　　式

1.00

0.64

方杖の取り付く柱の断面120角以下

建 物 区 分 棟 番 号 階　　数 面積 建物の経過年数 被　　災　　歴

校舎
7

延べ面積 経過
年数

＋1 0

H6

1

年31

－

－

－ 年

別海町 中央中学校 5183
調査者

0.90
点

Ⓒ 立　地　条　件

補　　修　　歴
92

点長寿命
化年月

種　類 被　災　年 内　　容 補　修　年

－

職　名 一級建築士登録番号

主査 第311048号

予備
調査者

伊井 崇史

佐藤 文彦(株)日本技建 第230549号

別 表 第
（表面）

Ⅳ 学　校　種　別 Ⅴ 整 理 番 号
木造の建物の耐力度調査票

中学校 1553
都道府県名 設 置 者 名 学　校　名 学校調査番号 調　査　期　間 令和

氏　名 Ⓐ 構　造　耐　力
耐　力　度

83
点

調

査

学

校

北海道

日 ～ 令和 Ⅲ　　結　　果　　点　　数

階

1
桁行方向

張間方向

6,872

氏　名 Ⓐ×Ⓑ×Ⓒ

Ⓑ 健　　全　　度

－経過
年数7

－ －

q≦0.3

1.0

q

0.3

会社名 一級建築士登録番号

-

-

立
地
条
件

四　種　地　域 1.0 一　種　地　盤 1.0

83.0

92.0

92.3

㋐  ㋙＝(㋓+㋕+㋗)

過去の経験した最大の被災度

軽微 小破 中破

非構造材被害
大：2

海岸から5㎞以内

海岸から8㎞を超える

床鳴り､ 振動 障害
A

火災の被災経験 S

雨 漏 り 痕 の 有 無
U

平 坦 地 1.0

傾 斜 地
崖 地 （ 3 ｍ 未 満 )

1.0

0.9

0.6

0.72

評 点

0.9 海岸から8㎞以内 0.9 0.8+0.9+1.0+0.8+1.0

0.9

判別式(建築時からの経過年数)

方向

傾斜率の
測定

割れ有の基礎長

部位

- -

判　　別　　式

二　種　地　盤 0.9 二級積雪寒冷地域

1.0そ の 他 地 域

地 震 地 域 係 数

0.9

無し：0

- - - -

部位

床鳴りの有無α

たわみ量 最大スパン

時々振動を感知：1多数の床鳴り：2

部材の傾斜､たわみ R

腐朽度の
判定

腐朽度の
判定

測定柱高

基礎の劣化

0.00 10.14 0.00

床梁・
小屋梁

外壁土台・
外壁柱

傾斜長

- -

健全度df

床梁の
たわみ

無被害被災経歴なし,
新材で補修

基礎Ⅱ

31

1.0

柱の傾斜

  T=(40-t)/40 = 0.23

経過年数 t 経過年数 t2

- 年

- -

＝ 0.9

二　種　地　域 0.85

三　種　地　盤 0.8

地　 盤　 種　 別 敷　地　条　件

0.8

5

5

0.8崖 地 （ 3 ｍ 以 上 ) 0.8

＝

三　種　地　域

一　種　地　域 0.8 一級積雪寒冷地域

積　雪　寒　冷　地　域 海 岸 か ら の 距 離 評　　　価

経 年 変 化 T
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（裏面） 　学　校　名

方位

建築年 平成6年1月

延べ面積 7㎡

　構造耐力は接合金物にかすがいが用いれれていたこともあり83点と
比較的低い値である。
　健全度は、劣化は確認されなかったため92点であり健全な状態と言
える。２．寸法線と寸法（単位メートル）を記入する。

３．余白に縮尺、建築年、延べ面積を記入する。

中央中学校

１．調査建物の各階の平面図、断面図を単線で図示し、耐力壁は、他と区別できるような太線と
　する。

調　査　者　の　意　見

N

1階平面図 S=1/50

断面図 S=1/50

2,650

X13X12'

2
,4
2
0

Y6'

Y6''

34 13-1

1
3
-
1

3
4

GL

2
,5
3
0

7
0
0

9
9
0

ピット

3
,0
1
0

7
0
0
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２．建物概要 

 

 



調査概要書 

 

建 物 名 称：別海中央中学校 34 棟 校舎 

 

所 在 地：野付郡別海町別海緑町 116 番地 4 

 

竣工年月日：平成 6 年 1 月 

      

構 造：木造(W 造) 

 

規 模：階 数  1 階 

軒 高  3.71m 

床面積  7 ㎡ 

 

調 査 項 目：構造耐力 保有耐力 

          構法の特性 

          基礎構造 

          地震による被災履歴 

 

健 全 度  経年変化 

木材の腐朽度 

基礎の状態 

部材の傾斜、たわみ 

床鳴り、振動障害 

火災の被災履歴 

雨漏り痕の有無 

 

被 災 の 状 況：無 

 

設 計 図 書 の 有 無：意 匠 図 ― 無 

設 計 図 書 の 有 無：構 造 図 ― 無 

設 計 図 書 の 有 無：構造計算書 ― 無 

 

外 力 条 件：地 震 地 域 係 数 ― 1 種地域 

外 力 条 件：地 盤 種 別 ― 2 種地盤 

                   敷 地 条 件 ― 平坦地 

外 力 条 件：積 雪 寒 冷 地 域 ― 1 級積雪寒冷地域 

外 力 条 件：海岸からの距離 ― 8 ㎞を超える 

 

地盤調査報告書の有無：有 
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ボーリング調査位置図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ボーリング柱状図 
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写真撮影位置図 
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写真 No. 1

調査項目

撮影場所

状況

写真 No. 2

調査項目

撮影場所

状況

写真 No.

調査項目

撮影場所

状況

耐力度調査

北面

全景

耐力度調査

西面

全景
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３．構造耐力度測定 

 

 

 



構造耐力 

当該建物は平成 6年 1 月建設の建物であり、新耐震基準の建物である。 

 

① 保有耐力 

(a) 水平耐力 q 

新耐震基準の建物のため満点とすることから、評点は 1.0 とする。 

 

(b) 低減係数 

■ 接合金物 Kj 

接合金物の低減係数は下記による。 

 

接合Ⅰ 引き寄せ金物など                      1.0 

接合Ⅱ 羽子板ボルト、山形プレート VP、かど金物 CP-T、CP-L、込み栓 0.9 

接合Ⅲ ほぞ差し、釘打ち、かすがい等(構面の両端が通し柱の場合)   0.8 

接合Ⅳ ほぞ差し、釘打ち、かすがい等                0.7 

 

羽子板ボルトやかすがいの使用が確認されたため、接合Ⅲの 0.8 とする。 

 

■ 偏心 Kr 

偏心率の計算値 Reは求められていないため下記による。 

 

外周壁面で壁長の少ないほうを多いほうで割った値     1/2 以上 1.0 

同上                      1/2 未満 1/3 以上 0.8 

同上                      1/3 未満 1/4 以上 0.7 

同上                      1/4 未満     0.5 

 

壁長の少ないほう：2.42m 

壁長の多いほう：2.65m 

 

2.42/2.65=0.91 よって、1.0 

 

■ 基礎構造 Kf 

基礎構造の低減係数は下記による。 

 

基礎Ⅰ 健全な RC 造の布基礎またはべた基礎 1.0 

基礎Ⅱ ひび割れのある RC 造の布基礎またはべた基礎、無筋コンクリートの布基礎(軽微な

ひび割れを含む)、柱脚に足固めを設けた玉石基礎 0.9 

基礎Ⅲ その他の基礎 0.8 

 

当該建物は、身障者用便所であり基礎は H=1,360 のピットである。ただし、外部の一部にひ

び割れが確認されたため、基礎Ⅱの 0.9 とする。 
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② 工法の特性 

当該建物に設計図書は現存していなく、耐震診断も実施していない。また、内外装材の撤去

も難しかったことから、耐力壁の種類は不明である。 

よって、減点は行わずに評点は 1.0 とする。 

 

 

③ 基礎構造β 

基礎構造は下記により判定する。 

 

β=u・p 

 ここで、u：当該基礎の種類に応じた下記の値 

       基礎Ⅲ 以下に該当しない基礎 0.8 

       基礎Ⅱ ひび割れのある RC 造の布基礎またはべた基礎、無筋コンクリート

の布基礎(軽微なひび割れを含む)、柱脚に足固めを設けた玉石基礎 

0.9 

       基礎Ⅰ 健全な RC 造の布基礎またはべた基礎 1.0 

P：基礎の被害予測に関する下記の項目の内、該当する最小の値とする。 

  液状化が予想される地域である 0.8 

  軟弱地盤である        0.9 

  上記に該当しない場合     1.0 

 

判別式 

1.0≦βまたは測定しない場合 ･････････ 1.0 

0.64＜β<1.0         ･････････ 直線補間  

β≦0.64          ･････････ 0.64 

 

β=0.9・1.0=0.9  

よって、0.64＜β<1.0 に該当することから直線補間より、評点は 0.9 とする。 

 

 

④ 地震による被災履歴 E 

被災履歴は下記により判定する。 

 

無被害～小破  1.0 

中破      0.7 

大破      0.5 

 

当該建物に被災履歴はないことから評点は 1.0 とする。 
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４．健全度測定 

 

 

 

 



健全度 
 

① 経過年数；（残存率Ｔ） 
当該建物の耐力度測定時における建築時からの経過年数、または長寿命化改良事業を行った

時点からの経過年数に応じて経年変化Ｔを下式により計算する。 

 

長寿命化改良事業実施前 Ｔ ＝ 
40－t 

（Ｔがマイナスの場合は 0 とする） 
40 

長寿命化改良事業実施後 Ｔ ＝ 
30－t2 

（       〃      ） 
40 

 

ここで、  t；建築時からの経過年数 

t2；長寿命化改良事業実施後の経過年数 

 
建築後 40年以上経過した建物は経年変化をゼロとして評価する。 

また、長寿命化改良事業の実施後は、その後 30年以上の継続利用を想定して、30 年を経過

すると経年変化がゼロになるものとして評価する。 

 

当該建物は長寿命化改良事業実施前であるため、上段の式により計算する。 

建築年は昭和58年10月であることから、経過年数は41年である(1年に満たない端数有り)。 

 

長寿命化改良事業実施前 Ｔ ＝ 
40－31 

＝ 
9 

= 0.23 
40 40 

 

T が 0.23 であるため、評点は 0.23 とする。 
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② 木材の腐朽度 D 

1) 外壁土台と外壁柱の腐朽度 

当該建物の内外装材の撤去が難しかったことから、腐朽状況は不明である。 

よって、減点は行わずに評点は 1.0 とする。 

 

2) 床梁と小屋梁の腐朽度 

(a) 床梁 

当該建物はピットの上に木造建物が建設されているため床梁はなしとする。 

 

(b) 小屋梁 

小屋梁腐朽度は下記により判定する。 

 

判別式 

max(d4)≦0.3 ･････････ 1.0 

0.3＜max(d4)≦0.6 ･････････ 直線補間  

0.6＜max(d4)    ･････････ 0.5 

 

ここで、d4：腐朽本数/小屋梁本数 

 

腐朽本数は見られなかったため 0 本、小屋梁本数は 4 本であるため、D4=0/4=0 本であるこ

とから、max(d4)≦0.3 に該当するため、評点は 1.0 とする。 
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③ 基礎の状態 F 

1) 基礎の劣化 

基礎の劣化は下記により判定する。 

 

df=ld/l 

 

ここで、df：基礎の健全度 

    ld：割れを有する基礎長さ 

    l：建物外周基礎全長 

 

判別式 

max(df×100)≦0.2 ･････････ 1.0 

0.2＜max(df×100)≦0.5 ･････････ 直線補間  

0.5＜max(df×100)    ･････････ 0.5 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

割れを有する基礎長さ(幅 0.3mm 以上のひび割れ)は見られなかったため 0.0m、建物外周基

礎全長は 10.14m であるため、df=0/10.14=0.0 であることから、max(df×100)≦0.2 に該当す

るため、評点は 1.0 とする。 

 

北立面図 西立面図

GL

凡　例

ひび割れ　幅0.3mm未満
ひび割れ　幅0.3mm以上1.0mm未満
ひび割れ　幅1.0mm以上
ひび割れ幅測定位置
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2) 基礎の傾斜 

当該建物には、不同沈下に起因するひび割れが確認されなかったため、省略し満点とする。 

 

 

④ 部材の傾斜、たわみ R 

1) 柱の傾斜 

当該建物の内外装材の撤去が難しかったことから、柱の傾斜想定は除外した。 

よって、減点は行わずに評点は 1.0 とする。 

 

2) 床梁のたわみ 

当該建物はピットの上に木造建物が建設されているため床梁はなしとする。 

 

 

⑤ 床鳴り、振動障害 

1) 床鳴りの有無α 

床鳴りの判別は下記により判定する。 

 

床鳴りのする室が全くない場合    α=0 

床鳴りのする室が 2割程度以下の場合 α=1 

床鳴りのする室が 2割程度以上の場合 α=2 

 

2) 振動障害の有無β 

振動障害の有無は下記により判定する。 

 

振動を感じない、ほとんど感じない β=0 

時々不快な振動を感じる      β=1 

常に不快な振動を感じる      β=2 

 

3) 判別式 

α+β≦1 ･････････ 1.0 

α+β＝2 ･････････ 0.9 

3≦α+β ･････････ 0.8 

 

当該建物はピットの上に木造建物が建設されているため木組みの床はないためα=0、振動障

害は感じないためβ=0となる。 

よってα+β＝0 であり、α+β≦1に該当することから、評点は 1.0 とする。 
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⑥ 火災の被災経験 S 

火災の被災経験による判別は下記による。 

 

被災経験無し              S=0 

煙害程度の被災経験有り         S=0 

非構造部材が燃焼する被害が一部にある  S=1 

非構造部材が燃焼する被害が比較的大きい S=2 

構造材が一部燃焼する被害あり      S=3 

燃焼した構造材を全て新材で補修     S=0 

 

判別式 S≦1 ･････････ 1.0 

S＝2 ･････････ 0.95 

S＝3 ･････････ 0.9 

 

当該建物は、建築当初より火災による被疑を受けていないことから S=0 とし、判別式 S

≦1 に該当することから、評点は 1.0 とする。 
 

 

⑦ 雨漏り痕の有無 U 

雨漏り痕の有無による判別は下記による。 

 

雨漏り痕無し              U=0 

小屋裏あるいは内壁に一部雨漏り痕あり(乾燥状態)   U=0 

小屋裏あるいは内壁に多数の雨漏り痕あり(乾燥状態)  U=1 

小屋裏あるいは内壁に一部雨漏り痕あり(湿潤状態)   U=2 

小屋裏あるいは内壁に多数の雨漏り痕あり(湿潤状態)  U=3 

 

判別式 U≦1 ･････････ 1.0 

U＝2 ･････････ 0.95 

U＝3 ･････････ 0.9 

 

当該建物に雨漏り痕は見られなかったことから U=0 とし、判別式 U≦1 に該当すること

から、評点は 1.0 とする。 
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５．記録写真 

 

 

 



1

写真番号 写真番号

室内全景 室内全景

写真番号 写真番号

小屋裏 小屋裏
接合金物状況 接合金物状況
羽子板ボルト及びかすがいが使用されている 羽子板ボルト及びかすがいが使用されている

写真番号 写真番号

小屋裏 小屋裏
接合金物状況 接合金物状況
写真番号3,4詳細 写真番号3,4詳細

2

余　白 余　白

接合金物34棟　校舎

5 6

余　白 余　白

3 4

余　白 余　白

1
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1

写真番号 写真番号

ピット内部 ピット内部
基礎構造β 基礎構造β
ピット出入口状況 外周部状況

写真番号 写真番号

ピット内部 ピット内部
基礎構造β 基礎構造β
外周部状況 外周部状況

写真番号 写真番号

ピット内部 ピット内部
基礎構造β 基礎構造β
13-1棟との接合部状況 13-1棟との接合部状況

8

余　白 余　白

構造耐力　基礎構造β34棟　校舎

11 12

余　白 余　白

9 10

余　白 余　白

7
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1

写真番号 写真番号

小屋裏 小屋裏
木材の腐朽度D 木材の腐朽度D
腐朽は見られない 腐朽は見られない

写真番号 写真番号

小屋裏 小屋裏
木材の腐朽度D 木材の腐朽度D
腐朽は見られない 腐朽は見られない

写真番号 写真番号

小屋裏 小屋裏
木材の腐朽度D 木材の腐朽度D
腐朽は見られない 腐朽は見られない

2

余　白 余　白

木材の腐朽度D34棟　校舎

5 6

余　白 余　白

3 4

余　白 余　白

1
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1

写真番号 写真番号

基礎 基礎
基礎の状態F 基礎の状態F
幅0.3mm未満のひび割れが部分的にみられる 写真番号1詳細

写真番号 写真番号

写真番号 写真番号

2

余　白 余　白

基礎の状態F34棟　校舎

余　白 余　白

余　白 余　白

1
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６．外力条件 

 

 



外力条件 
 

① 地震地域係数 
地域区分は建設省告示第 1793 号(最終改正：平成 19 年国土交通省告示第 597 号)

に基づき 1.0 となるため、地震地域係数は一種地域 0.8 とする。 

 

対応表 

①地震地域係数 
建設省告示1793号 

地方 数値(z) 

四種地域 1.0 (四) 0.7 

三種地域 0.9 (三) 0.8 

二種地域 0.85 (二) 0.9 

一種地域 0.8 (一) 1.0 

 
② 地盤種別 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

②地盤種別 

一種地盤 1.0 

二種地盤 0.9 

三種地盤 0.8 
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③ 敷地条件 
建物周辺は、平坦な土地であるため、平坦地 1.0 とする 

 

④ 積雪寒冷地域 
義務教育諸学校等の施設費の国庫負担法等に関する法律施行令第 7 条第 5 項によ

り全国を一級積雪寒冷地域、二級積雪寒冷地域、その他地域の 3 種の区分に分けて

いる。  
(a) 「一級積雪寒冷地域」とは、冬期平均気温零下 5 度以下又は積雪量 300 月センチメートル

以上の地域 

(b) 「二級積雪寒冷地域」とは、冬期平均気温零下 5 度から零度まで又は積雪量 100 月センチ

メートル以上 300 センチメートル未満の地域 

(c) 「その他地域」とは、一級または二級積雪寒冷地域のいずれにも該当しない地域 

 
当該地域は一級寒冷地域に該当する。  
 
 

④積雪寒冷地域 

その他の地域 1.0 

二級積雪寒冷地域 0.9 

一級積雪寒冷地域 0.8 
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⑤  海岸からの距離 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

⑤海岸からの距離 

海岸から8kmを超える 1.0 

海岸から8km以内 0.9 

海岸から5km以内 0.8 

 
 

海岸からの距離  

≓11km

別海中央小学校 
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